
（平成２４年１月２５日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 4 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 3 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 2 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 1 件

年金記録確認三重地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



                      

  

三重国民年金 事案 1153 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47年５月から 48年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 47年５月から 48年３月まで 

国民年金には、母親が、私の代わりに加入手続を行い、国民年金保険料も

納付してくれていた。母親は、家族の保険料を納めていたので、私の保険料

だけ納めなかったとは思えない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は 11 か月と短期間である上、申立人は、申立期間を除く国民年金

加入期間について国民年金保険料を全て納付しているほか、申立期間当時、申

立人の保険料を納付していたとする申立人の母親も、国民年金加入期間に未納

は無いことから、申立人の母親の納付意識は高かったものと考えられる。 

また、申立人の国民年金加入手続は、申立人の国民年金手帳記号番号の払出

日等から判断して、昭和 48 年９月に行われたと考えられることから、申立期

間については、加入手続の時点で、過年度保険料として国民年金保険料を遡及

納付する期間となるところ、申立人と同様、申立人の母親が国民年金加入手続

及び保険料納付を行っていたとする申立人の妹の納付状況をみると、遡及して

国民年金被保険者資格を取得した期間について過年度納付を行っており、申立

人の母親が、未納期間が生じないよう保険料を納付していた状況がうかがわれ

る。 

さらに、申立人と同時期にＡ市において国民年金に加入したとみられる、申

立人の国民年金手帳記号番号の前後の被保険者の納付状況をオンライン記録

等により確認すると、納付記録が確認できた被保険者のうち、申立人と同様、

昭和 48 年３月以前に国民年金被保険者期間を有する被保険者については、同

年４月以降について免除申請を行っている被保険者を除き、いずれも当該期間

について過年度納付を行っている。 



                      

  

以上の状況に加えて、申立期間が短期間であることや、申立期間後の納付状

況等を勘案すると、申立期間について、あえて国民年金保険料を納付しなかっ

たとは考え難い。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、②及び③に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められることから、申立人の当該期間に係る

標準賞与額について、申立期間①は９万 9,000 円、申立期間②は 25 万円、申

立期間③は 34万円とすることが必要である。 

また、申立人の申立期間④及び⑤に係る標準賞与額については、厚生年金

保険法第 75 条本文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とな

らない記録とされているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められることから、当該記録を

取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、申立人の申立期間④の標準賞与額に

係る記録を 39 万 9,000 円、申立期間⑤の標準賞与額に係る記録を 40 万円と

することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 53年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 18年８月 10日 

② 平成 18年 12月 15日 

③ 平成 19年８月 10日 

④ 平成 20年８月８日 

⑤ 平成 20年 12月 26日 

申立期間において賞与の支払を受け、厚生年金保険料を控除されている

が、標準賞与額に係る記録が無い。申立期間の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及び事業主から提出された賞与支払明細書、及び事業主から提出さ

れた所得税源泉徴収簿から、申立人は、申立期間において、Ａ社から賞与の

支払を受け、当該賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていたこ



                      

  

とが認められる。 

しかしながら、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づ

き記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認

められる保険料額及び申立人の賞与支給額のそれぞれに基づく標準賞与額の

範囲内であることから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定す

ることとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、事業主から提出された賞与

支払明細書において確認できる賞与額及び厚生年金保険料控除額から、申立

期間①は９万 9,000 円、申立期間②は 25 万円、申立期間③は 34 万円、申立

期間④は 39万 9,000円、申立期間⑤は 40万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立人の申立期間①、②及び③に係る賞与支払届を社会保険事務所

（当時）に提出していない上、申立期間④及び⑤に係る賞与支払届を、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に提出し、当該賞与に係る厚

生年金保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所

は、申立期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行して

いないと認められる。



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とさ

れているが、申立人は、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与

から控除されていたことが認められることから、当該記録を取り消し、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律（以下「特例

法」という。）に基づき、申立人の当該期間の標準賞与額に係る記録を９万

8,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 21年６月 25日 

平成 23 年８月に、21 年６月分から 23 年７月分までの賞与支払届を会社

から年金事務所に提出したところ、申立期間については時効のため保険料

を納付することができないと言われた。賞与明細書によれば、申立期間の

賞与から厚生年金保険料を控除されているので、申立期間の標準賞与額の

記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された平成 21 年６月の賞与明細書及びＡ社から提出された

同年度源泉徴収簿兼賃金台帳により、申立人は申立期間において、事業主か

ら賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

しかしながら、特例法に基づき標準賞与額を改定又は決定し、記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険

料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であること

から、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、申立人から提出された賞与



                      

 

  

明細書及び当該事業所から提出された賃金台帳において確認できる厚生年金

保険料控除額から、９万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主が、申立人の申立期間に係る賞与支払届を、当該保険料を徴収

する権利が時効により消滅した後に提出しており、当該賞与に係る厚生年金

保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人の当該期間の賞与に係る厚生年金保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。



                      

 

  

三重厚生年金 事案 1872 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主

張する標準報酬月額であったと認められることから、申立人に係る標準報酬

月額の記録を、平成３年 11 月から４年９月までの期間を 36 万円、同年 10 月

から５年９月までの期間を 38万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成３年 11月１日から５年 10月１日まで 

ねんきん定期便を確認したところ、Ａ社での標準報酬月額が低額になっ

ている。申立期間について、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、当初、平成３年 10 月から４年９

月までは 36 万円、同年 10 月から同年 11 月までは 38 万円と記録されていた

ところ、同年 12 月３日付けで３年 11 月１日まで遡って 26 万円に減額訂正さ

れていることが確認できる。 

また、Ａ社において厚生年金保険被保険者となっている同僚 22 人について

も、平成４年 12 月３日付けで申立人と同様に標準報酬月額が遡って減額訂正

されていることが確認できる。 

さらに、Ａ社の経理担当元役員は、総務省年金記録確認Ｂ地方第三者委員

会に申し立てられた当該事業所に係る先例事案の調査において、「当時、厚

生年金保険料の滞納があり、社会保険事務所から標準報酬月額の減額訂正を

行うように言われ、代表取締役と相談して届出を行った。」と供述している。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において、申立期間に係る

標準報酬月額を遡って減額訂正する合理的な理由は無く、有効な記録訂正が

あったとは認められない。このため、当該遡及訂正処理の結果として記録さ

れている申立人の標準報酬月額を、平成３年 11 月から４年９月までは 36 万

円、同年 10月から５年９月までは 38万円に訂正することが必要である。 



  

  

三重国民年金 事案 1154 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 55年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年３月まで 

結婚後に、夫が私の国民年金加入手続を行い、国民年金保険料についても

納付してくれていた。年金手帳の国民年金の欄に「昭和 55 年４月１日」と

記載されており、その日から納付済みであると信じていたが、そうではない

と言われ、納得できないので調査してほしい。夫からは、保険料を遡って納

めたようにも聞いている。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、申立人の夫が申立人の国民年金保険料を納付していたこ

とを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無い。 

また、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 57 年３月に払い出されてい

ることから、申立人の国民年金加入手続はその頃行われたと考えられ、その時

点で、申立期間は、過年度保険料として遡及しなければ国民年金保険料を納付

することができない期間であるが、申立人に聴取しても、申立人の夫が保険料

を遡及納付した時期や納付金額等の具体的な供述を得ることはできず、遡及納

付の状況が不明である上、申立期間について別の国民年金手帳記号番号が払い

出された形跡も見当たらない。 

さらに、申立期間について、国民年金保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



                      

  

三重厚生年金 事案 1873 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年３月 31日から 43年５月５日まで 

② 昭和 43年７月５日から 46年 10月 23日まで 

年金記録を確認したところ、脱退手当金が支給されたことになっていた

が、受け取った記憶が無いので、申立期間について厚生年金保険被保険者

期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

脱退手当金裁定請求書には、申立人の当時の住所が記載されており、厚生

年金保険脱退手当金裁定伺の送金金融機関名欄に当該住所地近くの郵便局が

記載されているなど、適正な事務処理が行われていることから、支払決定通

知書が同住所地に送付されたものと考えられる上、請求書類には申立期間に

係る事業所作成の退職所得の源泉徴収票が添付されていることを踏まえると、

申立人の意思に基づき脱退手当金が請求されたものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手当金の支

給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金

は、支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかが

えない。 

さらに、申立人から聴取しても、受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


